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研究成果の概要（和文）：ユーロ圏危機において、南欧諸国（イタリア、スペイン、ポルトガルおよびギリシ
ア）政府はみな、年金の縮減などを含む厳しい緊縮財政政策と内的減価のための労働市場改革が課せられた。し
かし、それぞれの国内に激しい抵抗運動が拡大したものの、政治危機の形態は南欧諸国の中でも大きく異なっ
た。その理由として、それぞれの政府がトロイカなどに対して持つ交渉ポジションと態度、危機到達以前に達成
された政党システムの安定性、政治制度に内在する構造的脆弱性の相違が挙げられる

研究成果の概要（英文）：During the crisis of sovereign debt in the euro zone, the governments of the
 south Europe (Italy, Spain, Portugal and Greece) were forced to accomplish an extreme fiscal 
austerity including the reduction of pension and to achieve an effective level of internal 
devaluation through reforming their labor market institutions. These policy changes instigated 
massive protest movements, but the types of political crisis differ among the south European 
Countries, depending on the negotiating position and the attitude towards troika and creditor 
countries, on the stability of their party system before the crisis, and on the structural 
vulnerability of their political system.

研究分野： 政治史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2007 年以降の金融危機において、ヨーロッ
パにおいては、景気回復がドイツなどのごく
少数の国に限定された。とりわけ、南欧諸国
においては、ギリシアに始まる公債暴落が、
2010 年 5 月以降、南欧三カ国（イタリア、
ポルトガル、スペイン）に及び、これらの政
府にこれまでにも増して極めて厳しい財政
緊縮策が課せられることとなった。 
これらの国においては、与党が劇的な敗北を
喫しただけでなく、街頭における政治的動員
が活性化し、政党システムが転換した。さら
に、トロイカと債権国の介入により、イタリ
アにおける政権交代と議会に基盤を持たな
い政権の成立、ギリシアにおける国民投票の
差し止めなど、これまでの一国内での民主主
義の原則に反する事態も発生している。 
このような経済危機と政治危機の重複現象
に対し、遅れた南欧といったステレオ・タイ
プ・イメージの拡大再生産が続いていた。 
 
２．研究の目的 
南欧三カ国（イタリア、スペイン、ポルトガ
ル）において、サブ・プライム危機以降の金
融危機が最終的に政治危機をもたらしたメ
カニズムを究明する。その際、危機以前の経
済状況と構造的課題、金融危機のそれぞれの
国への影響の相違、トロイカによる恒常的な
緊縮政策の強制などによってもたらされる
各国の経済政策課題を媒介項として、その政
策課題が各国の政党政治、中央地方関係など
の構造的脆弱部分に加える負荷を特定する
ことによって、かつて P.Gourevitch が
Politics in Hard Times で行なったような、
南欧諸国の中での危機の発現形態の相違の
バターンを抽出することが目的である。 
 
３．研究の方法 
南欧諸国の共通の経済的課題と政治的課題
を整理し、南欧諸国の諸国とユーロ圏の中核
をなすドイツなどとの相違を検討するレベ
ルと、南欧諸国の中での相違を検討するレベ
ルの二つを区別して、事例分析を積み上げた。 
その上で、最終的にパターン抽出することを
目指す。 
主要な研究対象はイタリア、スペイン、ポル
トガルの三カ国であるが、研究会においてギ
リシアの専門家のレクチャーを受けるなど、
他の南欧諸国の事情をも比較の際の参照枠
に加えた。また、南欧特殊主義に陥ることを
避ける東欧の研究者との研究交流を進めた。 
また、本研究の代表、分担者が歴史研究、政
治研究であるので、外部講師として、マドリ
ード駐箚日本大使館経済調査員のディアス
＝テラン氏の講演会を開催するなど、経済の
実態分析の吸収に努めた。 
 
４．研究成果 
(1)南欧諸国に共通する経済課題と政治問題 
サブ・プライムローン危機以降ヨーロッパに

伝播した金融危機において、景気の急激な悪
化に伴った各国の歳入の減退と財政需要の
増大の同時発生による財政赤字の急増が生
じたが、このような先進国に共通した危機に
加えて、ユーロ圏においては、ヨーロッパ中
央銀行 ECB が「最後の貸し手」としての機能
を持たないため、市中金融機関がもつ債権の
不良化などクレジット・クランチに伴う金融
システム自体の危機の救済策が各国財政に
大きな負荷をもたらした。さらに、南欧諸国
などユーロ圏内の周辺部においては、流動性
がドイツなどユーロ圏中核地域に偏ったた
め、流動性危機が生じ、経済危機の深刻度が
増した。このような中で 2009 年のギリシア
の財政粉飾問題を契機として勃発したソブ
リン危機において、南欧諸国の国債のリス
ク・プレミアムが上昇し、財政資金調達に困
難を来した。 
確かに、こうして発生した南欧諸国の公債市
場価値の下落は、当該地域における経済の構
造的欠陥についての認識と結びつくことに
より深刻度を強めた。しかし、本来ユーロ圏
の内部における流動性から問題が発生した
ものである限り、財政危機の発生メカニズム
を各国の国内事情で説明することは出来な
い。実際、スペインなどで公債のリスク・プ
レミアムが縮小するのは、2012 年 7 月 26 日
のヨーロッパ中央銀行ドラギ総裁のユーロ
維持の宣言（ドラギ・マジック）とそれに続
く OMT の導入であった。 
しかし、トロイカやドイツなどの債権国政府
が示した処方箋は、南欧諸国内部の経済構造
をすべての元凶と見なすものであった。その
結果、南欧諸国は、財政支出の削減に傾斜し
た緊縮策と労働市場の規制緩和を軸とする
内的減価（Internal Devaluation）という「新
自由主義的改革」が政策課題となった。もち
ろん、それぞれの国内にも改革を待望する勢
力が存在する。そうなると、それぞれの政策
課題が、経済構造や政策遺産の由来するもの
か、ユーロ危機の結果悪化した問題か、ユー
ロ危機の原因か、ユーロ危機を機会の窓とし
て利用して取り組まれた問題なのかが、判然
としないまま構造改革が推進されている。 
 
(2)南欧諸国間の政治危機の相違 
南欧諸国に対しトロイカや債権国が求める
改革は似通ってものであった。ところが、そ
れに対する国内政治的な反発がもたらした
政治危機は、国毎に大きく異なった。そのよ
うな政治危機の相違をもたらす要因として、
それぞれの政府がトロイカ、債権国に対して
持つ交渉ポジションと態度、行政府が有する
政策実施能力そして危機に至るまでに生じ
た政党政治の安定性と言った政治構造のセ
ッティングなどが挙げられる。 
 
主たる対象国でないが、まずギリシアについ
て簡単に触れておく。ギリシアは、対外経済
依存が高い上、危機に際して財政支援を必要



としたため、交渉ポジションが弱く、トロイ
カや債権国に対してもとより大幅な譲歩を
覚悟せざるをえなかった。実際、ギリシアが
受け入れなければならない緊縮政策はもっ
とも過酷なものであった。しかし、不正経理
問題を抱えていただけに、緊縮策などの執行
能力に疑問を持たれていた。そこで、議会で
の承認を確保するため、それまでの二大政党
であった新民主主義党 ND と全ギリシャ社会
主義運動PASOKの大連合型の政権が樹立され
た。このことは、国内の反発が二大政党で吸
収されないことを意味し、すでに危機以前か
ら二大政党の融解が進行していた政党シス
テムの機能不全を進め、左右の急進的政党の
擡頭を生んだ。2015 年に政権を握った左の急
進左翼連合 Syriza は、EU レベルでの救済策
でこれまでの政権と異なる強硬な態度を示
したが、いったん提示された第三次救済策を
国民投票にかけて否決させ、その救済策の受
入を表明し、結局 EU 側の当初提示より不利
な条件の救済策で合意した。その後、Syriza
が行った繰り上げ選挙で支持を低下させる
ことがなかった。最近の研究で、EU の支援条
件について、Syriza の支持者も充分認識して
おり、受入が不可避であると理解していると
される。それでも Syriza を支持するのは、
迷走とも評されている EU との交渉が、ギリ
シアの立場を伝える努力として評価されて
いるためであるという指摘がなされている。 
 
イタリアは、経済規模が大きく、南欧諸国の
中でもっとも交渉ポジションが高く、危機当
初、トロイカからの緊縮政策の要求にもっと
も強い抵抗を示していた。しかし、危機以前
の1992年頃から大規模な汚職構造(タンジェ
ントポリ)の摘発により、政党システムが融
解し、フォルツァ・イタリアや北部連合など
のポピュリズムの擡頭とポピュリスト政治
家（ベルルスコーニ）の政権掌握が生じてい
た。2011 年救済策の受入と緊縮政策の実施を
迫るトロイカ・債権国政府と国内における政
権批判勢力との相互作用によりベルルスコ
ーニ政権が崩壊するが、その際に登場したの
は、イタリアに対する改革の実行能力に対す
る不信感と政党政治の融解を反映して、議会
に基盤を持たない実務家政権であった。首相
となった元ヨーロッパ委員モンティは経済
財務相も兼任し、緊縮政策を実施した。ここ
において、イタリアは、国内政治における政
党政治・議会制民主主義を(少なくとも部分
的に)放棄して、政策能力（efficacy 有効性）
の向上に務めたのである。 
イタリアにおいては、1999 年以降、州の権限
を強化し、分権化を進める改革が進められ、
2001 年に州と大都市への権限の委譲、さらに
は州から県、コムーネに事務を委譲する憲法
改正が行なわれていた。こういった地方自治
の強化と分権化は財政の効率化を期待する
ものであったが、地方自治体に汚職が拡がり
やすく、財政支出の拡大により地方自治体を

非効率な行政組織と見なされがちである。ユ
ーロ圏危機において拡大する地方財政の赤
字は、非効率性の象徴となる。こうして、イ
タリアにおいて、中央地方関係は、経済危機
に際して脆弱な部分となり、中央政府にとっ
て、緊縮政策実施の障碍となるものであった。 
モンティ政権が緊縮策への批判の高まりに
よって退陣し、2013 年に選挙が行なわれたが、
その後の政権（レッタ、レンツィ、ジェロン
ティーニ）は、議会の支持基盤が弱く、辛う
じて政権を維持していた。その中でレンティ
政権は、上院の権限と州の権限を弱める水平
的および垂直的な集権化により、政府の政策
実施の能力を強化しようともくろみ、憲法改
正を提起した。つまり、議会にある程度の基
盤を有しても、政権基盤の確保を政策的な有
効性にかけたと言える。 
結局、憲法改正は国民投票により否決され、
レンツィも退陣を余儀なくされるが、このよ
うな選択を行なった理由も、また議会での支
持調達に困難を極める理由も、そのひとつは
さらなる政党システムの融解とポピュリズ
ムの擡頭であった。議会制民主主義の機能不
全は、緊縮政策に対する不満と呼応し、五つ
星運動の急速な擡頭を生んだのである。 
 
ポルトガルは、経済規模も小さく、財政赤字
も大きくなかったが、南欧諸国に対する国際
金融市場の不信感が拡がったために、ユーロ
危機の当事国となった。中道左派のポルトガ
ル社会党 PS（2005 年総選挙で過半数、2009
年比較第一党）が、中道右派の社会民主党 PDS
の大統領の下で、政権（ソクラテス）を運営
した。しかし、ソブリン危機の波及により、
2010 年以降財政赤字の縮小を図る緊縮財政
政策に転換した。2011 年追加の財政緊縮政策
が PDS などの反対により議会で否決され、同
年に実施された選挙で大敗を喫した。結局、
PDS が、別の中道右派政党と連立政権を樹立
した。 
ポルトガルの場合も、政治全体が汚職にまみ
れているというイメージが拡がり、特に左派
は、PS が緊縮財政を容認したことと 2014 年
にはソクラテスが脱税、汚職、資金洗浄で逮
捕されたことにより後退を余儀なくされる
と観測された。 
ところが、2015 年選挙後、第一党となって政
権の継続を図った PDS に対して、第二党の PS
は、他の左派政党（左翼ブロック、ポルトガ
ル共産党 PC、環境保全政党「緑」など）と連
立を組んで、不信任案を可決し、政権奪取に
成功した。それまでの緊縮財政政策を転換す
ることを表明し、反緊縮策を主張していた小
政党の支持を確保したのであった。この政権
交代は、ポルトガルにおいて、カーネーショ
ン革命期以後初めて PC などの急進左翼が政
権に加わったことを意味し、政党システムが
変動したのであるが、政党政治の基本的な機
能が維持された政権交代と言える。 
ポルトガルにおいて、緊縮財政政策批判を軸



とした左翼勢力の協力関係の構築と政権交
代が実現した背景には、元々歴史的にヨーロ
ッパ主義がスペインほど強くなく、ヨーロッ
パ懐疑主義と言えるほどの EU の制度に対す
る不信感が拡がっていたことが指摘できる。 
 
スペインは、2015 年まで右派の人民党 PP（マ
スメディアなどでは国民党と訳されている）
と中道左派の社会労働党PSOEが下院議席の9
割を占める二大政党制が定着していた。この
二つの政党は、カタルーニャやバスクなどの
周辺民族主義の強い地域を除き、地方議会・
地方政府も分け合い、行政、司法にも浸透し
ている。そういった政党支配の貫徹に加えて、
首相権限が突出しており、議会承認を事後的
に行なう政令法という法形式が存在するた
め、執行権が優位である。そのため、政策の
形成、執行に関して高い能力を有している。
イタリアに次いで交渉ポジションが高いが、
極端なまでのヨーロッパ主義が政府内部で
トロイカに対する反発を抑え込んでいる。 
そもそも 2004 年に政権に到達した中道左派
の PSOE（サパテーロ）政権も、スペイン経済
が好調であっても、インフレーションの急進
（とりわけ土地価格の暴騰）を押さえるため、
歳出拡大を抑制的に進めており、財政黒字を
記録していた。金融危機に際して、地方の貯
蓄機関（カハ）など弱体な金融機関の統合な
ど、金融システムの体質改善を進め、その健
全性の維持に成功を収めていた。ただし、金
融機関に対して、財政による救済措置が執ら
れたために、財政赤字に転落する。また、サ
ミットおいて合意された国際的な協調介入
に協力したが、特に地方財政への支援を中心
とした財政出動を行なった。その後、2010 年
のソブリン危機の勃発に際して、サパテーロ
は緊縮財政政策に突如転換するが、そのきっ
かけはオバマ大統領との電話会談と EU の財
相会談（ECOFIN）であった。こうしたサパテ
ーロの国際協調路線を象徴するのが、2011 年
退陣直前に行なった憲法改正であった。ヨー
ロッパ中央銀行総裁から求められた財政規
律条項の加えたのである。 
2011 年の地方選挙と総選挙では、PSOE が支
持を大きく失い、他方その緊縮政策に対する
反対を行なったPPが下院の過半数とバスク、
カタルーニャなどの一部の州を除く大半の
州政府も制した。民主化後もっとも強力な政
治勢力となった PP は、ただちに公約を棚上
げにして、削減額で PSOE 政権の 10 倍に上る
徹底的な緊縮政策を打ち出すとともに、労働
市場のさらなる規制緩和を進めた。ところが、
2012 年に景気の二番底に直面すると共に、
PSOE 政権で克服されたとみられていた金融
危機が勃発し、金融機関に対する EU からの
支援の要請に至った。結局、景気が回復基調
に転ずるのは、いわゆるドラギ・マジックの
おかげであった。 
このようにスペインの緊縮財政政策は、トロ
イカや債権国政府による国外からの要請と

国際金融市場の動向に基づく点が大きいが、
もちろん国内の経済構造の欠陥に対応する
改革政策としても提起された。ただし、PP 党
内右派等の新自由主義的なイデオロギーに
基づく国内勢力と呼応したため、PP 政権の緊
縮政策は、南欧諸国の中でもっとも純粋な新
自由主義的改革として徹底された。 
スペインにおいては、1990 年代後半以降、バ
スク、カタルーニャが議会のキャスティン
グ・ボートを握ったため、自治州に対する中
央からの権限と財源の移譲が進んでいる。ま
た先に触れたカハの救済は地方財政の大き
な負担となった。これらのことにより、財政
赤字の削減策は、中央地方間に政治的緊張を
もたらした。特に、スペイン経済の中心であ
るカタルーニャは、最大の財政赤字を抱えた。
さらに、保守的民族主義政党（現在のカタル
ーニャ州の政権政党 PDdeC）は、公共事業で
多額のコミッションを得ていたこと、長期に
わたり州首相を務めていたプジョールとそ
の一族の脱税などのスキャンダルを抱えて
いる。カタルーニャの独立運動は、このよう
な PDdeC の非難回避（Blame Avoidance）戦
略が合流したことにより、活性化した。 
スペインの政党システムは、緊縮財政を巡る
対立、PP に特に拡がった汚職、カタルーニャ
の独立運動という三つの要因が重なって、
PSOE の左にポデモス（Podemos）、PSOE と PP
の間に市民（C’s）という新興政党が登場し
て、4 党制となった。しかし、左右のブロッ
ク間の均衡と、9 割以上の議席を全国政党が
占めるという構造は維持されている。2015 年
12 月選挙以降政権構成が困難となっている
が、その原因は 4党制となったと言うよりも
カタルーニャの政党の支持調達が困難にな
るというサパテーロ政権以前（2000 年）にさ
かのぼる。むしろ、PP から中道右派の支持層
を奪った C’sと PSOE が中心となる新たな政
権による解決可能性が生じた。 
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